
過去３年
有所見
者　数

過去３年
有所見
者　数

過去３年
有所見
者　数

過去３年
有所見
者　数

過去３年
有所見
者　数

過去３年
有所見
者　数

前　年 132人 前　年 1人 前　年 0人 前　年 1人 前　年 前　年

２年前 153人 ２年前 0人 ２年前 0人 ２年前 0人 ２年前 ２年前

３年前 124人 ３年前 0人 ３年前 1人 ３年前 0人 ３年前 ３年前

有 ・ 無

有 ・ 無

有 ・ 無

有 ・ 無

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月

△ 26日 24日 28日 26日 23日 27日 25日 22日 27日 24日 28日 28日

◎ 8日 13日 10日 8日 12日 9日 14日 11日 9日 13日 10日 10日

80%

〇 改定

〇 検討 作成

新規
1日
開催

〇 〇

△ 〇 〇

△ 〇

〇 〇

新規 〇

△ 〇

△ 〇

△ 〇

△

△

× 〇

△ 〇

〇 〇

〇

〇
準備
期間

1日～
　　7日

〇
準備
期間

1日～
　　7日

〇

〇
準備
期間

〇 〇

12/1～1/15

クールワークキャンペーン
クールワークキャンペーン要綱をもとに実施。
準備期間において、熱中症初期症状の報告体制を整備。

化学物質管理強調月間
化学物質管理強調月間実施要綱をもとに実施。
塗料の被液事故を想定した実地訓練を実施する。

安
全
衛
生
行
事

安全週間
全国安全週間実施要綱をもとに実施。
週間期間中、毎日朝礼にて転倒予防体操を実施する。

衛生週間
全国衛生週間実施要綱をもとに実施。
ﾒﾝﾀﾙﾍﾙｽ対策のためのｾﾙﾌｹｱ・ﾗｲﾝｹｱ等の推進に取組む。

年末年始無災害運動
年末年始無災害運動実施要綱をもとに実施。
火災事故防止のため、火気の点検を徹底する。

高
年
齢
労
働
者
の

安
全
衛
生
対
策

職場環境の整備
長時間（1時間以上）の立ち作業に使用する作業台は高さ調節
が可能なものに交換する。

健康や体力の状況把握
50歳以上の労働者を対象に、転倒等リスク評価セルフチェック
を実施する。

健康や体力の維持増進の
ための運動指導の実施

毎週木曜日の朝礼に
転倒・腰痛予防運動を実施。

①化学物質取扱者の保護具着用の検討。
②新たに把握したﾘｽｸﾚﾍﾞﾙⅣ,ⅢをⅡ以下とする対策を講じる。

機械・設備の本質的安全化 プレス機械の安全装置の保守点検を行う。

機械の定期・特定自主検査 本年度は、定期自主検査を100％実施する。

作業標準等の見直し
昨年度は、作業標準書の見直しが出来なかったため、今年度
はリスクの見積もり及び評価を基に作業標準の見直しを行う。

職長教育の受講 新たに各部門のリーダーとなった者に教育を実施する。

リスクアセスメント実務研修
若手社員（入社２～５年目）を対象に
リスクアセスメント実務研修を実施する。

危
険
・
有
害
要
因
に
係
る

リ
ス
ク
ア
セ
ス
メ
ン
ト
の
実
施

危険・有害性の調査
①新規取扱化学物質の使用量、時間、作業者等を調査。
②過去に発生した労働災害の発生原因の再調査・検討。

リスクの見積もり及び評価
①クリエイトシンプルを活用したリスクレベルの評価。
②労災発生事案は発生リスクを最高レベルに設定し見積。

リスク低減措置

２月に来年度の取組内容を検討し、
３月に計画を作成する。

製造部門（３部門）による
安全衛生取組事例発表会

製造部門にて、新たに取組んだ労働災害防止対策を
各々一事例発表させ、社内共有する。

安
全
衛
生
教
育
計
画

雇入時、配置転換時教育 4月１日から３日までの期間に実施。

技能講習・特別教育の受講
プレス機械に係る作業主任者が不足傾向にあるため、
年度内に５名以上増員する。

能力向上教育の受講
直近５年以上フォークリフトの能力向上教育を
受けていない者（15人）全員に教育を実施する。

安
全
衛
生
管
理
体
制

確
立
・
強
化

安全衛生委員会の開催
昨年は、産業医の参加が２月に1回であったため、
今年は、毎月参加できるよう日程調整する。

事業者による
安全パトロールの実施

昨年同様、毎月１回実施する。

安全管理者等による巡視
安全管理者の業務都合により、昨年は巡視が毎日
行えなかった時期が生じた。今年は毎日行う。

安全衛生管理規定の見直し
安全衛生委員会にて、８月まで規定の見直しを行い、
１月には改定するため協議していく。

来年度計画の策定

安　全　衛　生　目　標 1，プレス機械によるはさまれ災害を０件とする。
2，高年齢労働者の腰痛による休業災害を０件とする。
3，特定健診の有所見者を０人とする。
４，全労働者の時間外労働を６０時間以内までに削減する。

　（労働災害防止、健康診断有所見率
　　改善、過重労働による健康障害防止
　　等に係る取組目標 )

重点
事項

実施事項
昨年
の
評価

目　　標
及び

具体的な取組内容

年　間　（　年　度　）　計　画 今年
の
評価

有　・　無

化学物質取扱の管理体制
化学物質管理責任者の選任 (  有  ・  無  ・  資格者不在  ・  非該当  )　　　保護具着用管理責任者の選任 (  有  ・  無   ・  非該当  )
取扱者間での危険性有害性の共有 (  有  ・  無  ・  非該当  )　　　　　　　　　作業記録の作成・保存 (  有  ・  無  ・  非該当  )

労働災害防止及び健康確保
の活動における問題点

1，前年度、プレス機械によるはさまれ災害が発生。発生原因は、安全装置の故障によるものであった。
2，高年齢労働者が仕事中に腰痛を発症し、３週間の休業となった。発生原因は、高さ70ｍの作業台を使用した長時間（3時間連続）の立ち作業によるものが上げられる。
3，有機溶剤の健診を受診した者に有所見者がいた。有所見の原因が局所排気装置の風力不足であった。
　　部署異動等により、前年における局所排気装置の定期自主検査を新規担当者が失念していた。
4,生産管理部の労働者のうち、3人に長時間労働（月８０時間を超える時間外労働が３ヶ月続く）が発生していた。
　　昨年度の部署編成により、生産管理部の人員が減少していたことが原因として上げられる。

　（過去に発生した労働災害発生原因、
  　健康診断における有所見の原因、
　　過重労働による健康障害の原因等 )

個人用保護具の着用 （ 軽 油 、 ア セ ト ア ミ ド 、 エ タ ノ ー ル 、 酸 化 カ ル シ ウ ム 、 硫 酸 ジ エ チ ル 、 外 ） 有　・　無 有　・　無 有　・　無 有　・　無

有　・　無

作業マニュアルの作成 （ ） 有　・　無 有　・　無 有　・　無 有　・　無 有　・　無

リスクアセスメントの実施 （ ） 有　・　無 有　・　無 有　・　無 有　・　無

（ ）

SDS交付・ラベル表示 （ ） 有　・　無 有　・　無 有　・　無 有　・　無 有　・　無
化
学
物
質

取
扱
状
況

前年以前から使用している化学物質について（未実施の取組がある場合は化学物質名を明記）
本年から使用を開始する化学物質について

（過酸化水素） (水酸化ナトリウム) （ ） （ ）

定期自主検査
実施済み

定期点検
全基性能検査

実施済み
全基特定自主検

査実施済み
全基特定自主検

査実施済み
定期自主検査

実施済み

特別教育3人 アーク34人

48人 選任有（３人）
本年新規設置

予定台数
0台 1台 6台 0台 0台 0台

設置台数 8台 4台 49台 1台 3台 15台 有機溶剤

従事者数 作業主任者選任状況

10人 選任有（１人）

産業ロボット 局所排気装置 外(溶接装置)
作
業
環
境
測
定

実
施
状
況

種類 測定結果

Ⅱ

特定化学物質 Ⅰ

定期自主検査未
実施(早急に点検)

所
有
機
械
の
状
況

機械 クレーン(10ｔ) フォークリフト プレス機械等
木材加工用機

械

資格所有者数 15人 37人
作業主任者2人

金型特別教育9人

３ 年 前 （　　4　年） 　　　　0　　　人 　　　　1　　　人 　　　　2　　　人 　　　　0　　　人 　　　　3　　　人

２ 年 前 （　　5　年） 　　　　0　　　人 　　　　0　　　人 　　　　0　　　人 　　　　1　　　人 　　　　1　　　人

前　　年 (　　6　年） 　　　　0　　　人 　　　　2　　　人 　　　　1　　　人 　　　　3　　　人 　　　　6　　　人

有機溶剤 じん肺 外(　　　　　)

過  去  ３  年 死　　亡 休業４日以上 休業１日～３日 不　　休 合　計

安
全
衛
生

管
理
体
制

総括安衛管理者の選任人数 (   １　人  ・  未選任  )　　安全管理者の選任 (   １　人  ・  未選任  )　　衛生管理者の選任 (   ２　人  ・  未選任  )　　産業医の選任 (   １　人  ・  未選任  )

安全衛生推進者の選任 (   　　人  ・  未選任  )　　安全・衛生委員会  (  有  【開催回数 １２ 回/年】  ・  無  )　　委員会規定 (  有  ・  無  )　　その他取組 (毎月10日,10時に安全衛生懇談会実施)

労
働
災
害

発
生
状
況

過 去 ３ 年 の 労 働 災 害 発 生 状 況

健
康
診
断

実
施
結
果

定期健診 歯科健診 特定化学物質

金属製品製造業 株式会社●●工業　千葉工場
千葉市中央区中央●-●-●

300 人
電話番号（　043　－　000　－　0000　）

（参考様式） 令 和 ７ 年 （ 年 度 ） 安 全 衛 生 年 間 計 画
業    種 事　　業　　場　　名 所　　　在　　　地　　 全 労 働 者 数

毎日実施

見直し期間

発表用資料作成期間

←安全衛生委員会にて実施

安全衛生委員会にて協議

≪重点期間≫

都度実施

その他安全装置の導プレス機械の

毎週木曜日実施

重点事項・実施事項

は事業場の実情に

併せて設定しましょ

各実施事項の実施が終わったら、その取組内容の評価をしましょう。

評価方法は、達成割合が出せる場合は％表記に、

その他は「◎、〇、△、×」表記にするなど工夫しましょう。

安全衛生委員会にて協議

記載例

規定改定の協議期間


